



















































































































出比率が，2000 年以降 45% 以上を一貫して維
持しており，2006 年時点で約 50%（49%）の
比率を示していることにも端的に表れている。
この比率は，同じ 2006 年時点の EU の比率
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































すことができる。   
 
３． 域内通貨統合化の動きとアジア共通通貨

























































































































































1 ） アジア通貨危機以降，ASEAN+3 が制度化され
た経緯については，特に以下の文献を参照。田中
明彦『アジアのなかの日本』（日本の<現代 >2）








































国際経済』東洋経済新報社，1974 年参照。  
























第 48巻第 4号，35～37 ページ参照。
11） 小島清の業績については，『雁行型経済発展論』
第 1～第 3巻，文眞堂，2006 年。
12） D. ハーヴェイ著，松石勝彦・水岡不二雄『空間編










































































































































ルド・トレンド』第166号，2009 年 7月号，4ページ。 
33） 岡本眞也・松田英明「揺らぐとも「アメリカ経
済」，揺らぐとも「ドル本位制」」『世界経済評論』








































際経済第 59号）2008 年，33～ 55 ページ。
39） EUの法制度にもとづく「制度」先行型統合に対
して，東アジアの場合は，「ビジネス」先行型統
合と言い得るかもしれない。
40） 東アジアが共通通貨政策圏として最適通貨圏を形
成しうるかどうかについて，実証的分析を行った
ものとして，特に小川英治・川崎健太郎「東アジ
アにおける共通通貨政策圏」『フィナンシャル・
レビュー』No.83，財務省財務総合政策研究所，
2006 年参照。 
東アジアの地域経済統合化の構造的要因とメカニズム―経済地理学からの方法論的アプローチ―
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